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資料１



Ø 知識集約型社会を支える人づくり
Ø 自律的な学び
Ø 個々の理解と興味・関心に応じた
個別最適な学び

Ø 高度経済成長を支えた人づくり
Ø 他律的な教育
Ø 一律一様の教育

Ø 強みや個性を活かした多様化
Ø 多様な価値観がぶつかり合う共創の場

Ø 序列による安心感
Ø サイロ化した現場

Ø 学校教育期に得た知識の消費
Ø 守りの（強いられた）学び直し
Ø 単線的レール上での競争

Ø 複数回にわたる新たな知の取り込み
Ø 攻めの（自発的な）学び直し
Ø 複線的キャリア（転職・副業・兼業）

数理・データサイエンス・AIの素養 ＋ リベラルアーツ

Society 5.0時代の教育・人材育成のあるべき方向性（イメージ）
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① 「探究力」や「好奇心」の強化

② 「学び続ける姿勢」の強化

自己決定力を
持つ人材の育成

初等中等教育段階 高等教育段階 社会人段階

大学で学びたいことを見つけ出す
機会の提供（STEAM教育等）

多様な評価軸 社会を理解し学習意欲を高める
機会の提供（インターンシップ等）

多様な評価軸・キャリアパス

●男女共同参画 ●文理融合・理数好き ●若手活躍 ●シニア活躍 ●ジョブ型・複線型
●多様な価値軸 ●自ら選ぶキャリア ●地方分散 ●グローバル志向

多様・流動的・挑戦的あるべき姿
Society 5.0型

多様・流動的・挑戦的な社会システムの構築に向けて、自己決定力を持つ人材の育成に主眼を置き、「探究力」
や「好奇心」、「学び続ける姿勢」の強化を図るべく、教育・人材育成システムのSociety 5.0型への転換を図る

●男性中心 ●文理の壁・理数嫌い ●年功序列 ●シニアくすぶり ●メンバーシップ型・単線型
●偏差値・会社序列 ●与えられるキャリア ●一極集中 ●国内志向

一様・固定的・保守的

従前の姿
Society 3.0型

入試の壁：過度な公平性を背景に、単純に数値化された点数での評価 社会の壁：自己啓発に頼った個人任せの学び直し

様々な幸せの形の認識教育そのものや教師の社会的な意義・存在の尊さの再認識



Society 5.0へと日本全体を転換するため、多様な幸せを追求し、課題に立ち向かう人材を育成する

新たな社会を支える人材の育成

第6期基本計画 （第２章３．） 教育・人材育成
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多様な主体の参画の下、好奇心に基づいた学びにより、
探究力が強化
－ 小中学校段階における算数・数学・理科が「楽しい」と思う児童・
生徒の割合：国際的に遜色のない水準を視野に増

⑦市民参加など多様な主体の参画による知の共創と科学技術コミュニケーションの強化

個人が「やりたいこと」を見出し、それに向かって能力・資質を
絶えず研さん
－ 大学等でのリカレント教育の社会人受講者数：100万人

①STEAM教育の推進による探究力の育成強化

③教育分野のDX（GIGAスクール構想等）の推進、教員の負担軽減

②外部人材・資源の学びへの参画・活用

⑤学び続けることを社会や企業が促進する環境・文化の醸成

④人材流動性の促進とキャリアチェンジやキャリアアップに向けた学びの強化

「探究力」の強化
「学び続ける姿勢」の強化

社会全体の支えを得て、問題発見・
課題解決的な学びを充実

生涯にわたり学び直せる環境で
新たな挑戦と多様な幸せを実現多様で個性的な大学群が個人の

自己実現を後押し

初等中等教育段階 高等教育段階 社会人段階

➅大学・高等専門学校における多様なカリキュラムやプログラムの提供

大目標

目標・主要な数値目標

具体的な取組
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最近の教育行政の動き①

GIGAスクール構想の実現により、今年度から「１人１台端末」のもと、ICTを活用した教育の充実が図られるととも
に、小学校における１学級あたりの人数を少なくする（４０人→３５人）ことにより、一人一人に寄り添ったきめ細か
な指導・学習活動・機会を充実。
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最近の教育行政の動き②

令和４年度より、高等学校において、理数教育や情報教育の充実が盛り込まれた新学習指導要領が順次実施。

高等学校学習指導要領の改訂のポイント（抜粋）
＜教育内容の主な改善事項＞

＜その他の重要事項＞
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最近の教育行政の動き③

学校における多様な人材の確保を目指し、中央教育審議会において教員免許制度等をめぐる議論がスタート。

「令和の日本型学校教育」を担う教師の養成・採用・研修等の在り方について（諮問）
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社会全体が支える学びのエコシステム

ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ
企業

【ｱﾝﾄﾚﾌﾟﾚﾅｰ等】

学びの現場
※学校に閉じる
ことない学び

大学や企業など地域のステークホルダーが学びの現場に参画し、
社会全体が教育を担い、発展していくエコシステムとは

自治体

地域の
企業

家庭 地域
ｺﾐｭﾆﾃｨ

教育
委員会

大学

研究所

【博士人材等】

（イメージ）
高校生が、課外活動として、
地域のテック系ベンチャー企
業の研究活動に参画。大学で
専門知識を身に付けた上で、
将来、当該ベンチャー企業に
就職

（イメージ）
地域・コミュニ
ティの具体的な
課題をテーマと
して、プロジェ
クトベースド
ラーニングによ
り、「探究力」
を実勢的に学ぶ
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今後ご議論いただきたい点（案）

＜総論＞

○ 大学や企業など地域のステークホルダーが学びの現場に参画し、
社会全体が教育を担い、発展していくエコシステムの在り方とは？

＜探究力の強化＞

○ CSTIの強みを活かした探究力の強化に向けた政策とは？

○ 教育における民間企業の特色ある取組とCSTIの連携の可能性は？

○ 中央教育審議会と連携して調査・検討を進めるべき事項は？

＜学びつづける姿勢の強化＞

○ 大学の「知」を活かした新たな学び直しの可能性は？

（※）例えば、アントレプレナー関連政策とのシナジーや、博士等高度人材の活躍促進の一環での教育活動への貢献

第六期基本計画抜粋
STEAM教育を通じた児童・生徒・学生の探究力の育成や、その重要性に関する社会全体の理解の促進等について、CSTI
に検討の場を設置し、中央教育審議会の委員の参画を得つつ、2021年度から調査・検討を行う

（※）例えば、東大-ダイキンの組織対組織の産学連携における企業人材の実践的な学びや経験



参考資料



l 義務教育修了段階の15歳児を対象とした国際学力調査によれば、数学的リテラシー及び
科学的リテラシーは世界トップレベル

l 読解力もOECD平均より高得点のグループに位置する

出典：「OECD 生徒の学習到達度調査2018年調査（PISA2018）のポイント」
（文部科学省・国立教育政策研究所）

国際学力調査における成績
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l 「算数・数学」や「理科」について、「楽しい」と思う児童生徒の割合は、小学校から中学校にかけて大きく低下

l 基本計画では、好奇心に基づく「探究力」と、意欲ある者による挑戦を促す「学び続ける姿勢」を明記

出典：「国際数学・理科教育動向調査（TIMSS2019）のポイント （文部科学省）

小学校から中学校にかけて低下する理数好きの生徒の割合
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高等学校生の文系・理系の選択状況について

11



l 日本では、米中韓と比較して、受け身中心の授業となっており、ICTを活用した授業や
グループ学習、体験活動を経験する高校生が少ない

l 日本では、米中韓と比較して、大学院までの教育を望む高校生が少ない

（単位: %）

高校生の勉強や生活に関する意識
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日米中韓４か国意識調査

日本が高い項目 日本が低い項目

出典：「国立青少年教育振興機構青少年教育研究センター紀要」
平成30年３月（国立青少年教育振興機構）

高校生の意識に関する国際比較
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教師の業務時間

教師の平均勤務時間は、正規勤務時間を超えており、深刻な状況

出典：第６回学習指導基本調査DATA BOOK（小学校・中学校版）
平成29年3月（ベネッセ教育総合研究所）

※平成28年度の正規勤務時間は7時間45分 13



教師の業務過多による授業準備への影響

教師は、授業には直接関わりのない業務に負担を感じている一方で、教材の準備の時間を
十分に確保できていないと感じている

出典：第６回学習指導基本調査DATA BOOK（小学校・中学校版）平成29年3月（ベネッセ教育総合研究所） 14



教師の業務過多による教員の学びへの影響

教師自身が学ぶ時間についても不足していると感じている

出典：教員の「働き方」や「意識」に関する質問紙調査の結果から 平成29年度（平成30年5月14日 横浜市教育委員会・東京大学中原研究室） 15



日本は、諸外国と比較して以下の各項目がいずれも最低

出典：18歳意識調査「第20 回 -社会や国に対する意識調査-」
令和元年11月（日本財団）

l 現状では、責任ある社会の一員として、夢を持ち、国や社会を変えられると思う人材が
育っていない

l また、解決したい社会課題を考え、周囲と積極的に議論する人材も育っていない

イノベーションを志向する人材の確保状況

16



Society 5.0の観点から主眼を置くリカレント教育の範囲

❷更なる社会参画のための
リカレント教育

❶生活の糧を得るための
リカレント教育

❸知的満足（文化・教養）のための
リカレント教育

l リカレント教育については、その趣旨に応じ、❶生活の糧を得るため、❷更なる社会参画のため、❸知的満足
（文化・教養）のためという三つの類型化が可能

l 次期基本計画では、Society 5.0時代に求められる教育・人材育成の観点から、❷を主眼に置く

関
係
省
庁
の
施
策

実践的な能力・スキルの
習得のための大学・専修
学校等を活用したリカレ
ント教育プログラムの充実

（文部科学省）

我が国の競争力強化
に向けた環境・機運
の醸成
（経済産業省）

労働者・求職者の職業
の安定に資するための
職業能力開発、環境
整備のための支援
（厚生労働省）

人生100年時代にあって複線的な
キャリアパスが求められる中、
Society 5.0の観点から重要

対象１） 現状くすぶっている者
対象２） 更に高いレベルを目指す者

17



アジアの諸外国と比較して、日本では、社会に出て以降、継続的な学習や自己研鑽に対して
消極的

出典：「APAC就業実態・成長意識調査（2019年）」
令和元年８月（パーソル総合研究所）
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社会人の学習や自己啓発活動への取組状況
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出典：厚生労働省「平成30年度能力開発基本調査」

19

どのようなキャリアを構想すべきかが分からないという労働者は約2割

自己啓発に際しての課題



年齢が上がるにつれて、仕事への意欲は下がっていく

年齢別の仕事への意欲

出典：厚生労働省「平成20年度労働経済白書」
20

年齢階級別仕事意欲 D.I.



出典：APAC 就業実態・成長意識調査（2019年）
令和元年8月（パーソル総合研究所調べ）

※対象地域 (クアラルンプール)、シンガポール、ベトナム(ハノイ、ホーチミンシティ)、インド(デリー、ムンバイ)、オーストラリア(シドニー、メルボルン)、ニュージーラン
ド
※日本のデータは、別途実施した「働く1万人の就業・成長定点調査2019」から東京、大阪、愛知のデータを抽出して利用(2019年2月実施)

日本では、現在の仕事に対する満足度は高くない

仕事に対する満足度

21



日本企業は、従業員に対する「学び直しへの支援」や「兼業・副業の経験」に対して消極的

出典：「人生100年時代のキャリア形成と雇用管理の課題に関する調査」
令和2年5月（独立行政法人労働政策・研修機構）

企業が従業員のキャリア形成に関して重視する事項

22



出典：厚生労働省「平成30年度能力開発基本調査」
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企業における教育訓練休暇制度の導入状況

教育訓練休暇制度を導入している企業は1割未満に留まる



l 60歳まで転職経験がない人の割合は、男性では32％、女性では6.5％
l 大企業に勤めている従業員は全体の約3割
l 企業規模が小さいほど、中途採用比率が高い（中小企業では5,000人以上の大企業の約2倍）

出典：シニアガイド（https://seniorguide.jp/article/1148555.html）
（リクルートワークス「全国就業実態パネル調査2017」を基にシニアガイド編集部作成）

23.3%

58.5%

59.6%

62.6%

76.7%
41.5%
40.4%
37.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300人未満

1,000人未満

5,000人未満

5,000人以上
新卒採用比率

企業規模別新卒・中途採用比率

転職経験がない人の割合 企業規模別従業者数

（男性）

（女性）

出典：2019年度版中小企業白書
平成31年4月（中小企業庁）

出典：第88回労働政策審議会職業安定分科会雇用対策基本問題部会資料より
令和元年9月（厚生労働省）

終身雇用の現状
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テクノロジーの進展や感染症拡大が職業に及ぼす影響

AI等のテクノロジーが促してきた、人間が担う職業やタスクの新陳代謝は、感染症拡大の影響に
より、更に加速する可能性がある

出典：財務総合政策研究所「財務総研スタッフ・レポート」（2020年5月）

出典：日本経済新聞ウェブサイト「新常態「その仕事、AIで」 定型業務の求人30%減」（2020年7月）

感染症拡大による業種別の経済インパクトと日本の
就業者数・雇用者数
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社会のニーズに対するリカレント教育の対応状況

出典：日本経済新聞「再教育でデジタル人材育成 欧米が公的支援、日本は遅れ」
令和2年9月21日

労働市場のニーズをリカレント教育（再教育）にどれだけ反映できているかに関する国際比較
の結果、日本はOECD加盟国で最下位

※将来必要となる技能を定期評価する仕組みの
企業における整備状況や、最新スキルを学べる
プログラムを従業員に提供する企業の割合等を
評価し、最大値が1となるよう指標化



出典：文部科学省「OECD国際成人力調査 調査結果の概要」
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読解力と職業・賃金との関係

l 日本の労働者は、職業の種別によらず、米国・ドイツと比較して高い読解力を有する
l 読解力が高いほど賃金も高くなる傾向があるところ、日本における賃金はOECD平均よりも低い
l これらを踏まえると、日本では、高い社員スキルを企業がうまく活用できていない可能性がある

読解力



出典：（独）労働政策研究・研修機構「日本労働研究雑誌（No721）」よりCSTI事務局作成

宇都宮大学教授佐々木英和氏は「日本のリカレント教育政策の潜在的な足枷」と
して以下の３点を指摘

①法律論的な文脈において、リカレント教育を純粋な教育政策として位置づけに
くかったこと

②「リカレント教育の機会を享受する主体が、成人・社会人・職業人であるた
め、子どもの教育を第一義に考えがちな教育関係者の興味を引かない」こと

③教育概念をめぐる通俗的な思い込みとして、「社会人は（中略）、必要なとき
には独学を進めたり自分で教育機会を探したりせざるをえず、自己責任に帰さ
れてしまい、社会的な条件整備にほとんど期待できない」こと

【教育基本法（抄）】
第１条 教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者
として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなけれ
ばならない

28

リカレント教育政策の潜在的なボトルネック
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